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平成２２年１０月８日付けをもって照会のあった件について、下記のとおり回答します。

なお、本回答は、照会に係る法令の条項を所管する立場から、照会者から提示された事実のみを

前提に、照会対象法令の条項との関係のみについて、現時点における見解を示すものであり、もと

より、捜査機関の判断や罰則の適用を含めた司法判断を拘束するものではありません。

記

１ 回答

照会のあった事実については、旅行業法（昭和２７年法律第２３９号。以下「法」という。）

第２条第１項に規定する旅行業又は同条第２項に規定する旅行業者代理業に該当しないため、法

第３条の適用対象とならない。

２ 当該事実が照会法令の適用対象とならないことに関する見解及び根拠

旅行業は、報酬を得て、法第２条第１項各号に掲げる行為を行う事業（専ら運送サービスを提

供する者のため、旅行者に対する運送サービスの提供について、代理して契約を締結する行為を

行うものを除く。）、旅行業者代理業は、報酬を得て、旅行業を営む者のため同項第１号から第

８号までに掲げる行為について代理して契約を締結する行為を行う事業であるところ、照会のあ

った２．①～③の行為については、報酬を得て行うものではないため、旅行業又は旅行業者代理

業に該当せず、法第３条の適用対象とならない。

なお、法第２条第１項及び第２項の「報酬を得て」とは、手数料、委託料等の名目やその対価

をいずれから得るかを問わず、当該行為との関係において実質的な対価を得ることであり、旅行

者からのみならず、オプショナルツアー会社等から手数料を収受するような場合もこれに含まれ

る。


